
公益財団法人岩手県国際交流協会

財 産 目 録
令和８年３月31日現在 （単位：円）

金        額

（流動資産）

現金 手元保管 0

預金 普通預金 運転資金として

岩手銀行県庁支店(№0139719) 20,263,983

岩手銀行県庁支店(№1040792) 1,771,313

岩手銀行県庁支店(№2005550) 6,112,865

北日本銀行本店(№5311971) 3,866,815

東北銀行本店(№0575841) 3,929,706

盛岡信用金庫本店(№0173122) 16,044

杜陵信用組合(№1085501) 31,729

＜現金・預金　計＞ 35,992,455

未収金 基本財産利息収入 事業活動収入として 2,081,428

地域日本語教育推進推進業務委託料 〃 791,493

いわてグローカル人材育成推進協議会運営業務委託料 〃 354,256

国際交流センター管理運営業務委託料 〃 1,416,300

〃 1,566,228

〃 822,336

〃 2,082,800

〃 682,103

岩手県補助金として 925,473

〃 480,000

設置負担金として 24,185

事業活動収入として 79,848

＜未収金　計＞ 11,306,450

47,298,905

(固定資産）

　基本財産 預金 定期預金(スーパー定期(単利型)1口）

岩手銀行(№2030269) 400,000

岩手銀行(№2030278) 1,000,000

普通預金

岩手銀行(№2005560) 0

＜預金　計＞ 1,400,000

投資有価証券 国債(１口） 75,920,000

財投機関債(２口） 171,595,000

地方債(４口） 341,419,000

社債(３口） 306,002,100

＜投資有価証券　計＞ 894,936,100

≪基本財産　計≫ 896,336,100

　 特定資産 投資有価証券 0

　その他固定資産 什器備品 176,751

電話加入権 216,000

投資有価証券 地方債(３口） 18,886,500

9,789,000

≪その他固定資産　計≫ 29,068,251

固定資産合計 925,404,351

　　資産合計 972,703,256

(流動負債）

未払金 1,401,603

〃 36,055

〃 558,075

〃 667,426

220,000

23,000

〃 18,173

〃 199,375

国際交流関係団体等の活動支援助成 〃 83,000

情報誌印刷製本費 〃 56,100

事業費、管理費に係る未払い分 32,401

〃 941,500

＜未払金　計＞ 4,236,708

預り金 216,380

544,964

223,384

132,900

＜預り金　計＞ 1,117,628

賞与引当金 理事長、常務理事、職員に係る賞与引当金 ６月賞与支給に係る６年度分 2,853,290

流動負債合計 8,207,626

負債合計 8,207,626

正味財産 964,495,630

ワイヤレスアンプ、応接セット、机、ロッカー等

人件費に係る未払い分

３月分社会保険事業主負担

職員、スタッフ超過勤務手当３月分

税理士顧問報酬

租税公課(消費税)

管理費に係る未払い分

スタッフ及び相談員等報酬３月分

６月分社会保険事業主負担

海外自治体職員派遣に係る支払負担金

電話料（電話リース料含む）

多言語相談サポート支援委託料

３月分行政書士派遣 事業費に係る未払い分

住民税徴収分

職員等に係る源泉所得税

同社会保険料

同労働保険料

同住民税

所得税の源泉徴収分

社会保険料徴収分

労働保険料徴収分

流動資産合計

貸借対照表科目

社債(１口)

場所・物量等

654-8900他2回線

いわて外国人県民相談・支援センター管理運営業務委託料

岩手県海外技術研修員等受入業務委託料

地域多文化共生推進費補助金

いわて留学生友好交流奨学支援事業費補助金(奨学金支給事業)

国際協力推進員設置負担金（ＪＩＣＡ)

雑収入(投資有価証券利息収入）等

岩手県海外自治体研修員受入業務委託料

災害時多言語支援体制構築支援業務委託料

使用目的等

公益目的保有財産であり、運用益を公益目
的事業会計50％及び法人会計50％で使用し
ている財源である。

公益目的保有財産であり、運用益を公益目
的事業会計50％及び法人会計50％で使用し
ている財源である。

公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業会計
50％及び法人活計50％で使用している財源である。

公益目的保有財産であり、公益目的事業会計71.9％、
収益事業等会計5.1％及び法人会計23.0％で使用して
いる共有財産である。

公益目的保有財産であり、公益目的事業会計71.9％、
収益事業等会計5.1％及び法人会計23.0％で使用して
いる共有財産である。
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